
  

六   労働災害

一 二五年における労働災害の発生状況を労働基準局安全課の資料(第六〇表)によつてみると,全産業にお
ける災害度数率(一,〇〇〇,〇〇〇労働時間当り災害件数)は六七・七八で二四年(七〇・五五)に比べ若干
の減少となつている。しかし,これを産業別に見ると金属工業,窯業及土石工業,製材及木製品工業,紡織工
業,食料品工業,印刷製本業および建設事業においては,各々比率の違いはあるけれども,反対にいずれも前
年より増大しており,これらの産業ではその他の産業とはあきらかに異る生産条件が存在していたことを
示している。(第六〇表参照)

第六〇表 年別,産業別労働者死傷災害発生状況
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二 ただ,・右の資料は労働者数三〇〇人以上を雇用する労働基準法適用事業所のみの結果たので,それ以下
の事業所をも含めた全体の災害状況につき昭和二五年における労災保険の新規補償費支払件数の状況か
らうかゞうと,本年は二四年にくらべ,被保険者の総数にはほとんど変化がないにもかかわらず,昨年の五七
六,二〇四件に対し今年は六九二,二四二件でほぼ二〇%の増加となつている。但しこの件数は支払時を基
準としたもので,これをそのまま年間の労働災害発生件数と見なし得ないことはいうまでもない。しかし,
このような新規補償件数の増加をもたらした原因の一部が業務災害の増加にあると見ることには十分の
理由があると考える。(第六一表参照)
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三 そしてこれを補償の種類を基準として死亡(葬祭料支給件数),永久一部労働不能(障害補償費支給件数)
および一時労働不能(新規補償件数から上述二種の件数を差引いた件数)の三種に区分して災害の程度別状
況を見ると件数としては一時労働不能が数十万件増で増加の圧倒的部分を占めているが,増加率としては
永久一部労働不能が対前年比五七%増と著しい比率を示し,注目されている。(第六一表参照)

四 つぎに,同じく安全課の資料によつてこれらの災害の原因別の状況を見ると,全産業(鉱業八六・三二%,
製造工業六六・五五%,運輸事業七七・八一%,建設事業八七・六七%,貨物取扱事業八八・六〇%)において
「作業行動」によるものが支配的な比重を占めており,しかもその中で中心をたすものは大体において
「取扱運搬」によるものおよび「飛来崩壊」によるものとなつており,わが国産業の災害原因の特質が明
かに示されている。(第六二表参照)

第六一表 産業別災害件数調

五 なお,資源庁資料による二五年(一-一二月平均)における石炭鉱業の災害率(月一,〇〇〇人当り率,以下す
べて同様しは三一・四で前年の二九・〇に比較して八・三%の上昇とたつている。しかしこのような災
害率の上昇も,戦後毎年急激な上昇の傾向を示してきていたのに比べれば若千の鈍化を示している。そし
てこれを災害の程度別でみると,死亡○・一五,重傷六・四,軽傷二四・九で,前年に比べ重傷をのぞけば・
いずれも災害率の上昇をみせ,とくに軽傷においてその増加が比較的目立つており,本年における災害率の
増加が,主として軽傷によるものであることが示されている。(第六三表参照)

六 更に,これを災害の事由別(但し,上半期のみ)についてみると,今年においても依然として坑外においては
「その他」(七・八%)が,坑内においては「落盤」(三〇・五%)および「その他」(四三・六%)が支配的な
比重を示していることに変りはないが,とくに坑内において二二年以来「落盤」「運搬」「発破」の比重
が減少する反面,「機械及電気」「その他」のそれが比較的増大してきていることが注目される。(第六四
表参照)

第六二表 産業別,労働者死傷災害原因別発生状況

昭和25年 労働経済の分析



第六三表 石炭鉱業における年月別,死傷別災害率および指数
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七 まだ運輸業における災害状況を東京鉄道局管内における国有鉄道についてみると,二五年平均の災害千
人率は五・七五で前年の五・四二に対し六%の増加を示し,戦後の増加傾向が依然持続されている。これ
を死傷別にみると,その千人率は死亡○・〇五九,負傷五・六九で,前年に対し死亡は殆んど変りなく,負傷
のみが増加している。(第六五表参照)

第六四表 石炭鉱業における年別,災害事由別災害件数の比率
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そして,これらの災害の程度,部位および原因を二五年四月-九月発生の災害について調査した結果によつて
みると,まず災害の程度では,総件数二,二四九件の九一%,二,〇四六件が休業三週間以内の軽傷であり,つぎ
にその部位では,まず第一に「手」(五九四件,二六%)および「足」(五八二件,二六%),ついではるかに下つ
て「顔面」(一五六件,七%),「眼」(一五五件,七%)および「下腿」(一五四件,七%)等が主な傷害部位とたつ
ている。また,その原因では,「機械器具によるもの」(五四七件,二四%)が最も多く,以下「運搬,整理,積
卸」(二八五件,一三%),「眼への異物の飛来」(二〇五件,九%),「貨物の取扱」(二〇一件,九%),「墜落」(一
七〇件,八%),「金クズ,釘,ガラス」(一六八件七%「つまづき」(一四三件,六%)等の順位とたつている。

第六五表 国有鉄道における年別,死傷別災害率
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第一三図 終戦以後における組織労働者数の推移
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第十四図 戦後各年別にみた労働争議の推移
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